障がい福祉サービス等指定後の
留意事項について

大分県障害福祉課施設支援班

１．変更等の手続きについて
（１）変更届について
事業者等の変更等を行う場合は、次のとおり手続きをお願いします。

① 変更届出書の提出
サービス管理責任者の追加や運営規程の変更などの軽微の変更がある場合は、変更の日から１０日以内に変更届及び添付書類等を提出してください。
（例）・管理者やサービス管理責任者を変更した。
・定員を○○名減員した。
・運営規程を変更した。
・事業所の所在地を変更した。

②変更指定申請について
施設入所支援の種類変更、または、施設入所支援、生活介護、就労継続支援Ａ型・Ｂ型・障がい児サービス（通所・入所）の定員を増員させる場合に変更申請が必要となります。
提出は変更の前々月末までに必要です。
（例：８月１日に変更の場合は、６月末までに必要書類一式の提出が必要）

③加算届（体制状況等一覧の変更）について
加算等（体制状況等一覧の変更）がある場合は、
変更届出書＋体制状況等一覧表＋各加算算定に必要な書類（※詳細はHPでご確認ください。）　下記の場合に届出の提出が必要です。
（ⅰ）加算等を新たに取得する場合、加算の単位数が増える場合
　　各月15日（消印有効）までに送付があった届出については翌月1日から、16日以降に送付があった届出については、翌々月1日から算定が可能になります。
（例）令和5年4月15日（消印）までに届いた書類は、令和5年5月1日サービス分から算定できます。令和5年4月16日（消印）の場合、令和5年6月1日サービス分からの算定になります。
福祉・介護職員処遇改善加算を年度の途中で新たに算定する場合は、別途計画書の提出が必要です。年度途中から算定する場合は加算を算定する前々月の末日までに提出してください。
（例）令和5年5月31日（消印）までに届いた書類は、令和５年７月１日サービス分から算定できます。
（ⅱ）加算等が算定されなくなる場合
　加算対象人員の退職等により、加算を取り下げる（算定区分を下げる）場合は、人員体制等が満たせなくなった月から変更が必要です。減員等が確定した時点ですぐに届け出てください。
過去に遡って取り下げる場合には、人員の体制等が満たせなくなった月を変更年月日として届け出てください。

（ⅲ）減算が適用・解消となる場合
　　職員欠如減算、サービス管理責任者等欠如減算、児童発達支援管理責任者欠如減算、情報公表未報告減算、身体拘束廃止未実施減算、虐待防止措置未実施減算、業務継続計画未策定減算を適用（解消）する場合、届出が必要です。
　変更届出書＋体制等状況一覧表＋その他必要書類を提出してください。

（２）事業所の休止・廃止・再開・辞退届について
　①開始届：指定申請書類提出時に添付お願いします。
　②廃止（休止）届：廃止（休止）予定日の１ヶ月前までに関係書類を添えてご提出ください。
※廃止の際は、現に指定障害福祉サービスを受けている利用者等に対し、移動先等の希望や意向等を聴取するために実施した個々の面談記録等、指定障害福祉サービス事業者として利用者に対し責任ある対応を図ったことが確認できる資料も併せて提出すること。
※休止期間は原則１年ですので、１年以内に再開が見込まれない場合（再開に向けた対応策が取られていない等）は廃止届を提出すること。なお、再度、新規指定を受けることは可能です。但し、事業所の状況を聴き取りにより延長が必要と判断した場合に限り、１回かつ１年以内の延長を認めるものとします。
　③再開届：再開後10日以内に提出してください。

休止・廃止の場合は、書類提出の前に必ず施設支援班あて（TEL：097-506-2745）ご一報ください。


２．情報公表制度（WAMNET）について
　指定申請時に提出いただいた「事業所新規登録シート」等をもとに県にて基本情報登録を行います。基本情報登録後、WAMNETよりログインID等を記載した自動送信メールが送付されますので、ログインいただき、詳細情報登録・県への承認依頼をお願いします。
　※承認依頼まで行っていない場合、「情報公表未報告減算」の対象となります。

URL：https://www.pref.oita.jp/soshiki/12500/jouhoukouhyou.html
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３．業務管理体制の届出について
障害福祉サービス事業、障害者支援施設及び一般相談支援事業の指定を初めて受けた法人は、業務管理体制整備の届出を提出してください。
　（特定相談支援については、事業所所在市町村へ提出。ただし、複数市町村にまたがって事業を行っている法人は県へ提出。）
　なお、代表者の変更等のあった場合も、届出事項の変更を提出してください。
　詳しくは県HPをご確認ください。

URL：https://www.pref.oita.jp/site/syougai/gyoumukannritaisei.html
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４．指定更新申請について
指定の有効期限は指定の日から６年間です。こちらから個別に更新時期の通知は行いません。指定の有効期間が満了する１ヶ月前までに郵送にて、必要書類の提出をお願いいたします。
　なお、指定更新手続を行わなかった場合、指定有効期限満了をもって、指定の効力を失うこととなりますのでご注意ください。（報酬請求ができなくなります。）

５．県HPの掲載場所について
○障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス事業所及び児童福祉法に基づく
障害児通所支援事業所等の指定手続
URL：https://www.pref.oita.jp/site/syougai-shitei/
　　　[image: ]
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